
次のとおり共済証紙を購入したので、当該掛金収納書を貼付して報告します。

工 事 名

契 約 金 額 　　　　　　　￥

契 約 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

請 負 者

特 記 事 項 ※掛金収納書の貼付がない場合の理由

□

□

共済証紙購入の算出方法

（１）対象労働者数と当該労働者の就労日数を的確に把握している場合
工事日数 対象労働者数 証紙単価

　　　　　　　日 × 　　　　　人 × 　　　　　円 ＝ 　　　　　　　円

（２）対象労働者数と当該労働者の就労日数の把握が困難な場合
下表の割合 加入率（※）

1,000 70%

（※）対象工事における労働者の建退共加入率を把握していない場合は70%と仮定して算出する。

住宅 非住宅
同設備 同設備

1,000,000 ～ 9,999,999 4.1/1000 3.5/1000 3.5/1000 4.8/1000 3.2/1000

10,000,000 ～ 49,999,999 3.6/1000 3.3/1000 3.2/1000 2.9/1000 3.0/1000

50,000,000 ～ 99,999,999 3.1/1000 2.9/1000 2.8/1000 2.7/1000 2.5/1000

100,000,000 ～ 499,999,999 2.3/1000 2.3/1000 2.1/1000 2.2/1000 2.1/1000

500,000,000 以上 1.8/1000 1.7/1000 1.6/1000 2.0/1000 1.8/1000

屋外の 機械器具 　例）契約金額が2,100,000円の土木

電気等 設　置 　　　工事で加入率(a)が70％の場合

1,000,000 ～ 9,999,999 2.9/1000 2.2/1000 　　　2,100,000×4.1/1000×70/70

10,000,000 ～ 49,999,999 2.1/1000 1.7/1000 　　　＝8,610

50,000,000 ～ 99,999,999 1.8/1000 1.4/1000 ↓

100,000,000 ～ 499,999,999 1.4/1000 1.1/1000 　 　8,610円以上の証紙（発注者用

500,000,000 以上 1.1/1000 1.1/1000 　 　掛金収納書）を貼付

　※契約金額は消費税及び地方消費税を含む。

施工体制確定後に購入予定のため。（※契約締結後１か月以内に契約課に提出してく
ださい。）

　
　　　　　　　　　　　　　　　業　種
契約金額（円）

その他

建設業退職金共済証紙購入状況報告書

本工事において雇用する労働者が建設業退職金共済制度以外の退職金制度を採用
しているため。（※別途「建退共証紙購入免除申請書」の提出が必要です。）

貼　付　欄　（購入した証紙の発注者用掛金収納書を貼付）

　
　　　　　　　　　　　　　　　業　種
契約金額（円）

土　　木 建　　築

＝ 　　　　　　　円

土木 舗装

契約金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円 × ×

橋梁等


